
                             日 住 協 第１９０号 

                          平成２４年９月１９日 

会 員 各 位 

 

                  一般社団法人 日本住宅建設産業協会        

                  専 務 理  事  田 村 仁 人 

 

 

建築基準法施行令の一部を改正する政令について 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて、標記につきましては、「日本再生戦略」に掲げられた「防災・減災に資す

る施設の容積率の緩和等の規制緩和」、「既存不適格建築物等に係る制度の見直し」

を受け、９月１４日に閣議決定され、同２０日に公布・施行されることとなってお

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

つきましては、関係部署担当者等への周知方お願い申し上げます。 

                             敬 具  

  

問合せ先 事務局 ＴＥＬ ０３―３５１１―０６１１ 米山 嘉屋本（かやもと） 

 

添付資料 資料１－１ 既存不適格建築物に係る規制の合理化 

     資料１－２ 建築基準法施行令第１３７条の２ 改正イメージ 

     資料２   建築基準法施行令の改正について（容積率制限の合理化） 

 

参考ＵＲＬ 国土交通省プレスリリース 

     http://www.mlit.go.jp/report/press/house06_hh_000101.html 

○改正のポイント 

１．既存不適格建築物に係る規制の合理化 （資料１―１、１―２参照） 

  既存不適格建築物に係る増築又は改築の特例措置について、増改築に係る部

分の床面積が延べ面積の２分の１を超える大規模な増改築であっても、地震そ

の他の震動及び衝撃による当該建築物の倒壊等のおそれがない場合には、現行

の構造耐力規定の全てに適合させることを求めないこととする。 

 

２．容積率の算定の基礎となる延べ面積の算定方法の合理化 （資料２参照） 

  専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、蓄電池（床に据え付

けるものに限る。）を設ける部分、自家用発電設備を設ける部分及び貯水槽を設

ける部分について、その床面積を一定の範囲内で容積率の算定の基礎となる延

べ面積に算入しないこととした。 








